
１．　貸    借    対    照    表　

令和５年　３月３１日　現在

   （ 単 位 ： 円 ）

資            産            の            部 負           債           の           部

実績 計画 実績 計画

  流    動    資    産 1,265,919,190 1,138,328,000   流    動    負    債 131,585,294 71,476,000

現 金 53,010 30,000 短 期 借 入 金 0 0

預 金 840,944,594 762,608,000 未 払 金 38,675,200 28,081,000

未 収 金 0 0 未 払 法 人 税 等 20,706,600 △ 1,230,000

貯 蔵 品 312,219 314,000 未 払 費 用 65,439,400 41,904,000

立 替 金 146,526 0 預 り 金 1,440,761 1,040,000

仮 払 金 0 0 仮 受 金 204,109 429,000

仮 払 消 費 税 0 0 仮 受 消 費 税 0 0

従 業 員 貸 付 金 7,000,000 6,475,000 前 受 収 益 5,119,224 1,252,000

未 収 収 益 153,922,658 141,160,000

前 払 費 用 263,540,183 227,741,000   固    定    負    債 1,138,887,954 1,092,793,000

貸 倒 引 当 金 △ 0 △ 0 長 期 借 入 金 0 0

退 職 給 付 引 当 金 197,494,952 197,415,000

  固    定    資    産 1,149,436,412 1,163,523,000 役員退職慰労引当金 4,585,500 5,300,000

（有 形 固 定 資 産） 再 構 築 引 当 金 910,207,502 863,478,000

建 物 427,784,760 427,785,000 リ ー ス 債 務 26,600,000 26,600,000

建 物 付 属 設 備 517,497,331 521,497,000

構 築 物 10,433,518 10,434,000 1,270,473,248 1,164,269,000

車 両 運 搬 具 6,644,612 7,572,000

器 具 備 品 180,589,910 190,211,000

建 設 仮 勘 定 0 0 実績 計画

減 価 償 却 累 計 額 △ 784,544,970 △ 791,215,000 　株　主　資　本 1,144,882,354 1,137,582,000

（無 形 固 定 資 産） 資本金 450,000,000 450,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 245,923,608 731,455,000

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 516,044,120 36,720,000 　 利益剰余金 694,882,354 687,582,000

電気通信施設利用権 0 0 （その他利益剰余金）

電 信 電 話 加 入 権 3,951,705 3,952,000

リ ー ス 資 産 ( 無 形 ） 24,181,818 24,182,000 　任　意　 積　立  金 617,000,000 617,000,000

（投資その他の資産） 　繰 越 利 益 剰 余 金 77,882,354 70,582,000

外 部 出 資 金 930,000 930,000

差 入 保 証 金 0 0

  繰    延    資    産 0 0

繰 延 資 産 0 0

純　資　産  合   計 1,144,882,354 1,137,582,000

資      産      合      計 2,415,355,602 2,301,851,000 負 債・純 資 産 合 計 2,415,355,602 2,301,851,000

純　　　　資　　　　産　　　　の　　　　部

負     債     合     計
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５．個 別 注 記 表 

 

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１．棚卸資産の評価基準および評価方法 

棚卸資産（貯蔵品）の期末評価は、「最終仕入原価法による原価法に基づく低価法」

を採用しています。 

（評価方法の変更） 

企業会計「棚卸資産の評価に関する会計基準」により平成２０年４月１日以降開始

の事業年度から原価法が廃止されたため「最終仕入原価法」から「最終仕入原価法に

よる原価法に基づく低価法」に変更しています。 

 

２．固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産 

① 平成１９年３月３１日以前に取得した固定資産については、旧定額法を採用して

います。 

② 平成１９年４月１日以降に取得した固定資産については、定額法を採用していま

す。 

(2) 無形固定資産 

① 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しています。 

② 顧客利用のソフトウェアについては、開発期間中は「ソフトウェア仮勘定」へ計

上し、完成により顧客引渡後ソフトウェア仮勘定から除外しています。 

(3)リース資産 

① 所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産を計上しています。 

② リース期間を耐用年数とし、リース定額法を採用しています。 

③ オペレーティング・リース取引については、賃貸借取引処理方法を採用していま

す。 

 

３.引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金 

職員の退職に備え、当期末における退職給付債務の見込み額に基づき計上していま

す。 

(2) 役員退職慰労引当金 

役員の退職に備え、当期末における退職慰労債務の見込み額に基づき計上していま

す。 
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４.その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

(1) リース取引の会計処理方法 

少額（３００万円以下）のファイナンス・リース（リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外）取引については、賃貸借取引を採用しています。 

なお、未経過リース料総額は、3,314 千円（オペレーティングリースは含まない）

です。 

(2) 消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

(3) 固定資産建物の耐用年数変更 

平成２６年度に建物の耐用年数を従来の６５年から５０年に変更しました。 

 

〔貸借対照表に関する注記〕 

有形固定資産の減価償却累計額                  784,544 千円 

 

〔損益計算書に関する注記〕 

売 上 高                       1,764,607 千円 

営業取引以外の取引                          1,761 千円 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

当事業年度の当期末日における発行済株式の数             45,000 株 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

１．１株当たりの純資産額                      25,441 円 83 銭 

２．１株当たり当期純利益                          273 円 55 銭 
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